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研究論文  
 
 
 
 The Newspaper Report about the Corporate Collapse in the Early Meiji Era 
 
小 野 展 克 
Nobukatsu ONO 
 
＜要 約＞ 
新聞が本格的な普及を始めた明治初期に直面した最初の大型破綻劇が、為替方として金融
システムの一翼を担っていた小野組の経営破綻だった。黎明期の新聞が、小野組の破綻とい
うセンセーショナルなニュースをどう報じたのかを当時の新聞記事が使用したキーワード、
キーセンテンスを抽出、分析して解き明かすことを目指した。企業活動にとって消費者や取
引先との信用が大切なことは現代も明治時代も変わらない。そして、企業が信用を形成する
上で情報が大きな鍵を握るため、マスメディアは大きな役割を担うことになるのだ。大衆が
情報を得る手段が限られる中、黎明期の新聞が企業信用に与える役割は極めて大きなものだ
ったと考えられる。小野組破綻をめぐる記事のキーワード、キーセンテンスを分析すると、
当初は主に「戸を閉じる」という表現で経営破綻が伝えられる。 
小野組の破綻が信用不安を増幅し、それが金融システム不安に拡大する可能性がある点を
指摘する高度な分析記事を東京日日新聞が掲載する一方で、読売新聞は他の金融機関への破
綻の広がりを否定する記事を書き、両社の違いが浮き彫りになった。 
 
＜キーワード＞ 
明治初期、小野組、破綻報道、東京日日新聞、読売新聞 
 
 
1 はじめに 
 
日本の新聞は幕末期に、海外の新聞の翻訳新聞として産声を上げた。明治維新後に毎日新
聞の前身にあたる「東京日日新聞」などが誕生、新聞は日本初のマスメディアとして本格的
な黎明期を迎える。一方、江戸、明治を通じた豪商である小野組が経営破綻したのは、明治
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7 年（1874 年）でちょうど新聞が本格的に普及し始めた時期と重なる。誕生したばかりのマ
スメディアが直面した最初の巨大企業の破綻劇こそ、御為替組として金融システムの一翼を
担っていた小野組の経営破綻だったのである。本稿では、黎明期の新聞が、小野組の破綻と
いうセンセーショナルなニュースを小野組の信用にどの程度配慮したのか、庶民への分かり
やすさをどの程度意識したのかを、当時の新聞記事が使用したキーワード、キーセンテンス
を抽出、分析して解き明かすことを目指した。企業活動にとって消費者や取引先との信用が
大切なことは現代も明治時代も変わらない。そして、企業が信用を形成する上で情報が大き
な鍵を握るため、マスメディアは大きな役割を担うことになるのだ。大衆が情報を得る手
段が限られる中、黎明期の新聞が企業信用に与える役割は極めて大きなものだったと考え
られる。 
本稿では、2 で小野組の興隆と経営破綻の背景を分析する。小野組は、盛岡と江戸を結ぶ
交易で財をなし、江戸幕府の金銀御為替組として税金の決済業務を担い、公金を運用するこ
とで業容を拡大する。明治に入っても引き続き為替業務を続け、製糸業や鉱山経営など事業
の多角化も進め、三井組をしのぐ豪商としての基盤を形成する。しかし、放漫経営をみかね
た明治政府に預かった公金に応じた抵当の提出を求められたが、手元資金が不足しており、
為替組を返上、経営破綻する。 
次に 3 で黎明期の新聞の状況を取り上げる。このころの新聞は東京日日新聞に代表される
インテリ向けの「大新聞」と読売新聞が担った大衆向けで読みやすさを重視した「小新聞」
に大きく分かれる。明治政府は当初は自由な新聞を弾圧するが、一転して文明開化の教化に
向けて新聞を買い上げて配布する仕組みを導入する。ただ、再び言論弾圧に向かうなど新聞
をめぐる政策はめまぐるしく変わった。 
4 では、小野組の経営破綻を取り上げた記事のキーワード、キーセンテンスを抽出して、
当時の破綻報道を分析した。当初は主に「戸を閉じる」という表現で経営破綻が伝えられる。
東京日日新聞は小野組の破綻が、金融システム不安に拡大する可能性を指摘する高度な分析
記事を掲載する一方で、読売新聞は他の金融機関への破綻の広がりを否定する記事を書き、
両社の違いが浮き彫りになった。また、読売新聞は、小野組の番頭の北廓通いなどの派手な
遊興ぶりを伝える記事も掲載しており、当時の大衆の関心の高さもうかがえる。 
 
2 小野組の興隆と経営破綻 
 
2.1 江戸、明治の政商、小野組 
小野一族は近江国志賀郡小野村の出で、いわゆる近江商人である。盛岡に出て酒造業や、
砂金を集めて京都に送る事業などを手掛けていた。元禄 2 年（1689 年）には盛岡の紺屋町に
店を開き、井筒屋と称したという。盛岡と江戸や上方を結ぶ交易で収益を上げ、藩の御用商
人となり、盛岡の財閥としての地位を確立した。18 世紀には、京都や江戸にも店を構え、取
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扱い商品も小間物、和糸、油に及び業務の幅も広げた。さらに日本全国に広がった店舗ネッ
トワークを活用して幕府の公金の為替業務を担う金銀御為替組となる。御為替組を担ったの
は、小野組に加え、島田組などの豪商だった 1）。 
御為替組とは、例えば大阪城や二条城に集めた関西地域の年貢について代金と同額の為替
を江戸に支払い、一定のタイムラグを置いて代金を江戸に送る金融業務である。いわば税金
の決済業務を担っていたといえよう。この業務は、為替の支払いと実際の代金のタイムラグ
を活用、税金を無利息で運用できるメリットがあった。 
宮本は「いわば幕府の公金の為替業務をなし、莫大な利益を得、巨額の金員を融通利用す
る便宜を得た」と指摘している 2）。 
小野組などは、こうした御為替組業務の一方で、呉服商や糸商などの実業も営んでおり、
金融業務による信用創造機能を活用、自らの事業の拡大にも結び付けたとみられる。小野組
のこうした金融業務がいつから始まったかは不明だが、維新まで続いたのは小野組と島田組、
三井組の 3 組のみだった。小野組は、江戸幕府のいわば「政商」として財と地位を築いたの
である。 
さらに小野組は、明治維新後は、明治政府の樹立に合わせて献金の一番乗りを果たすなど
新政府との関係構築を進める。明治政府は、戊辰戦争の軍事費などの調達を迫られていたが、
明治政府が直接的に統治し税金を収受できたのは、全国の名目石高 3000 万石のうち、旧幕府
領の 800 万石に過ぎず財政難にあえいでいた。依然として徴税権と軍事力は江戸時代からの
各藩が握り続けていたのである 3）。そこで明治政府の財政を担当した由利公正は、小野組な
どに資金の拠出を要請した。この際の会計基金 300 万円のうち、小野組に三井組、島田組を
加えた 3 為替方の負担は 11.5％に上り、明治政府の財政を支える最大のスポンサーの一角を
占めることになったのである。こうして小野組は明治政府の為替方として引き続き税金をめ
ぐる決済業務を担った。さらに各府県の金庫業務を担うことで、無利子での資金運用業務を
拡大した。当時は米による納税手段も残っており、小野組は農家から米を集め、納税する業
務を担うことで米価の地域間格差を利用してさらに収益力を高めたのである 4）。 
宮本は「かねて藩政時代から各所の有力なる土地と取引があり、その点小野組は三井・島
田よりすぐれていた。重要な土地は大抵小野組の勢力範囲に属していた」としており、小野
組は政商の中でも抜きんでた存在感を示していた 5）。こうして明治政府の政商としての地位
を固めると小野組は、次々と新事業へと歩みを進める。製糸業では、築地製糸場を明治 3 年
（1870 年）10 月に創立、イタリア式の機械製糸技術を各地に導入した。さらに、釜石などの
鉱山も経営、尾去沢銅山にも出資するなど事業の多角化に取り組んだのである 6）。 
一方で近代的な銀行の設立にも手を伸ばす。明治 4 年（1871 年）に三井組が三井バンクの
設立を政府に出願、これに続き小野組も明治 5 年（1872 年）に小野バンクの設立を出願した
のである。小野バンクの設立は認められなかったが、明治 6 年（1873 年）には三井組と小野
組は共同出資で、第一国立銀行を設立した。総監は渋沢栄一だが、資本金の大半は三井組と
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小野組で握っていたのである 7）。 
 
2.2 小野組の経営破綻 
小野組が経営破綻した直接の引き金は、明治 7 年（1874 年）に、政府が発した公金の預か
り高に対する抵当の増額令である。当初は年間の公金取り扱い高の3分の1とした担保額は、
短期間に全額に引き上げられ、同年 12 月には不足分に対する追加担保を提出するよう求めら
れた。小野組は、所有不動産の売却や投資資金の回収によって追加担保を確保することを検
討した。しかし、政府の求める担保額の提出は困難と判断、明治 7 年（1874 年）11 月 20 日
に、大蔵省に事業整理に向けた嘆願書を提出、各府県庁へ為替方の辞退を届け出た。こうし
て小野組の経営は破綻に追い込まれたのである 8）。 
明治政府が、抵当の増額令を出した背景には、為替方による放漫な公金の取り扱いに政府
内外で批判が高まったことがあるとみられている 9）。小野組は税金などの公金の預かり高が
450 万円なのに対して、負債総額は 750 万円に達していたとされる。手持ち現金は 7 万円、
公債など 11 万円に過ぎず流動性資金の保有はきわめて少なかった。融資資金の焦げ付きが多
かった上に、鉱山などへの投資もリスクが高く、多くの損失も発生していたようだ。こうし
た公金を活用した放漫経営を明治政府としては放置できなかったとみられる。 
小野組などの財閥を見る庶民の目も厳しかった。明治 6 年（1873 年）に、福岡県で勃発し
た一揆では、庶民が博多の小野組を急襲、天保銭や藩札などを屋外に投げ出した。佐賀県の
士族の憂国党は、「征韓」を旗印に小野組を襲い、軍資金 20 万円を奪った 10）。士族や民衆
の間でも公金の運用で巨万の富を築いた小野組など為替方への不満が高まっていたのである。
また小野組は、京都から東京に転籍する際のトラブルで、長州閥との関係が悪化していた。
宮本は政府による抵当増額令について「（小野組を）破産させるための方策のようにも思わ
れるし、井上馨の陰謀のようにもうけとれるのである」と指摘している 11）。この分析は、長
州藩閥との関係がこじれたことで長州藩閥の有力政治家だった井上馨に経営破綻に追い込ま
れたとの見方である。 
一方、為替方を務めた島田組は小野組同様に破綻に追い込まれたが、三井組だけは命脈を
保ち、現在の三井グループへと発展していった。杉山は「（三井組が）経営危機を乗り切る
ことができるのは番頭の三野村利左衛門の活躍にくわえて、井上馨と緊密な関係にあったこ
とが大きかった。島田組、小野組など徳川時代の大商人の多くが維新期に破産・衰退してい
くなかで、三井家・住友家・鴻池家など存続しえた大商人はむしろ例外であった」と分析し
ている 12）。一方、石井は「（三井組は）府県為替方への進出で小野組に遅れをとったが、新
貨幣為替方を単独拝命して以来、幣制そのものの中枢をオリエンタル銀行と共に担当する地
位を占めており、そこから生ずる同行との緊密な結びつきを利用して危機を乗り切ったので
ある」と指摘している 13）。三井組は配当増額令による危機をオリエンタル銀行からの融資で
乗り切っており、外資との密接な関係が小野組との明暗を分けたとの分析である。さらに小
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山は「大蔵省布達を以て、買請石代納制は停止されたが、このことは米穀取引に大きな比重
を置いていた小野組にとっては、三井組以上に大きな打撃であり、小野組が自ら為替方を返
上しようとした背景には、この経営基盤の喪失があり、その後の両者の相異要因のひとつと
なった」と指摘している 14）。 
米で納税することができる明治初期の仕組みが、地方に幅広く展開する小野組に米の地域
間格差を利用して利益を確保するビジネスモデルを成立させていた。納税の仕組みが整い米
による納税が廃止される方向になるとともに、近代的な金融システムの整備が求められる中、
小野組のビジネスモデルはすでに機能しなくなっていたのである。小野組は、長州閥との緊
張関係で有効な政府支援も受けられず、外資の支援で経営を立て直す力もなかった。江戸か
ら明治にかけて豪商として巨大な足跡を残した小野組は、時代の急速な変化に追い付けず、
その商売を閉じ、歴史の表舞台から姿を消すことになった。 
 
3 明治初期の新聞 
 
3.1 新聞の誕生 
 日本で近代的な新聞が登場したのは幕末期である。文久 2 年（1862 年）に幕府の蕃書調所
が発行した「官板バタヒヤ新聞」が最初の新聞とされ、オランダが幕府に献上した機関紙を
翻訳したものだった。内容も諸外国の情勢などを掲載したもので、日本のニュースは、ほと
んど取り上げられていなかった 15）。日本国内のニュースを対象にした新聞は明治元年・慶応
4 年（1868 年）に生まれた「中外新聞」、明治 4 年（1871 年）創刊の「横浜毎日新聞」など
によって、その歴史が本格的に幕を開けた 16）。 
 日々の情報を伝える新聞は当初は、海外の翻訳からスタートしたが、明治維新という急激
な時代の変化を受けて、情報を知りたいという国民の強い要望と必要性を背景に誕生したと
理解されるべきであろう。 
 明治初期に発刊された新聞は「大新聞（おおしんぶん）」「小新聞（こしんぶん）」に大
きく区分されている。「大新聞」は漢文の素養のある富裕な指導層を主なターゲットにした
新聞で、代表格は「横浜毎日新聞」「東京日日新聞」「朝野新聞」「郵便報知新聞」などで
ある。大新聞は国家のありようや政治についても積極的に論じた。一方の「小新聞」は、漢
字の知識が不足している庶民や子供なども対象にニュースを分かりやすい言葉や表現で伝え
ることを目指した新聞である。その代表格は明治 7 年（1874 年）に誕生した読売新聞で、大
衆への情報伝達に力を発揮した 17）。 
 
3.2 明治政府と新聞 
 明治新政府は、明治元年（1868 年）に「新聞紙私刊禁止布告」を布告、新聞の発行を禁じ
たため、幕末に誕生した新聞はほとんど姿を消してしまったのである 18）。しかし、明治政府
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は流言飛語に苦しめられたこともあり、一転して明治 2 年（1869 年）には、「新聞発行条例」
を出し、政治記事で政府を批判しないことや社会記事で誤報をしないことを条件に新聞の発
行を許可することになったのである 19）。 
 こののち明治政府は、国民を積極的に啓蒙、文明開化を推進する上で、新聞というメディ
アの機能を重視し始める。明治 5 年（1872 年）には政府によって「横浜毎日新聞」「新聞
雑誌」「東京日日新聞」が買い上げられ、一部の府県に配布される政策も採用されたので
ある 20）。買い上げによる新聞振興政策は他の新聞に拡大適用され明治 8 年（1875 年）まで
続いた。 
 明治維新という急激な社会変革を受けて、情報を知りたいという国民の欲求と正確な情報
で文明開化を先導、富国強兵を実現したい明治政府の思惑が合致、政府による買い上げとい
う支援制度も相まって、新聞というメディアは一気に国民に浸透していったのである。 
 山本によると明治 8 年（1875 年）の年間発行部数は東京日日新聞が 222 万部、読売新聞が
115 万部に達していたという 21）。 
 
4 小野組の破綻報道 
 
4.1 小野組破綻で使用されたキーワード（明治 7年 11月） 
 では、明治の豪商、小野組の経営破綻は、黎明期の新聞にどのように報じられたのだろう
か。読売新聞のデータベースや明治ニュース辞典などから、小野組破綻を報じた主要な記事
を採取、分析を進めた 22）。小野組の破綻を報じたキーワード、キーセンテンスを明治 7年（1874
年）11 月、12 月、明治 8 年（1875 年）1 月以降の 3 つの時期に分けて、新聞社ごとに分類し
たのが表 1 である。 
 
表 1 小野組破綻報道のキーワード・キーセンテンスの一覧 
 
明治 7 年（1874 年）11 月 
東京日日新聞（11 月 23 日） 
・十一月二十日に戸を閉めたり  ・戸を閉めたる  ・戸を閉め商業を止める 
・今日の衰兆 
・騒動直接日本全州に聞こえなば、貴賤上下共に豪家を信ず可からずとし、金融を人に託す可からず
と又もや昔日の風習を思い出すに及ぶべし 
・小野組と同商業を営みたる国立銀行並びに三井組の如きも必ず是迄の預り金に差響き 
・日本の金銀融通は其の源を塞ぎ、其の流れを止むるの姿に立ち至るべし 
・世間に報知すべき緊要の事柄なり 
読売新聞（11 月 26 日） 
・戸を閉めたる ・戸を閉め  
・評判をすれどもいづれに成るやいまだわらず 
・銀行もどうなるやと人が心配すれど銀行いさとへ小野組はつぶれるとも少しも障りない事とおもふ 
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明治 7 年（1874 年）12 月 
読売新聞（12 月 4 日） 
・戸を閉めたる事 
・小野組の一件を取計らふために一ツの局を御立なされ萬事御糺になる 
・戸を乄めたる  
・後に分散となるやら身代限りとなるやら 
郵便報知（12 月 17 日） 
・（三井組は）惻隠の情を表し、これを蔵省に哀願し、その方法を建白する 
・閉店の事 ・使雇人の失策よりこの負忸を来す 
・三井組の厚誼 
新聞雑誌（12 月 18 日） 
・小野組破産 
・人民一般の預け金を、五十ヶ年賦の公債を以て、預け主へ嘆願致され申すべき 
・このたびの破産 ・小野組の分散 ・小野組破産 
・政府にて小野へあずけたる人民をば、殊に憐懃を加えていっそう懇切の御処置あるべしとは思うな
り 
・三井組の事なれば、人民一般のためにいっそう勉励を尽くし、この難渋を救わん事を 
 
明治 8 年（1875 年）1 月以降 
あけぼの（明治 8 年『1875 年』2 月 3 日） 
・分散に就いては 
浪花新聞（明治 9 年『1876 年』9 月 6 日） 
・閉店 
・用事の都合よく行届くをみれば小野再興も近きにあらんか 
郵便報知（明治 9 年『1876 年』12 月 1 日） 
・負債の内千円以下の分二千八百人余、この金八万五百円は至難の情実ある負債につき、このたび現
金にて皆済し 
・この方法が立てば速やかに開店すると云う 
 
 最初に小野組の破綻を報じたのは東京日日新聞の明治 7 年（1874 年）11 月 23 日の記事で
ある。小野組が大蔵省に為替方を返上し、経営破綻したのは 11 月 20 日なので、3 日後の紙
面で、小野組の破綻が報じられたことになる。11 月中に小野組の破綻を報じた記事で分析対
象としたのは東京日日新聞の記事 1 本、読売新聞の記事 3 本の合計 4 本である。 
 小野組の破綻を知らせるキーワードとしては「戸を閉じる」という表現が、いずれの記事
でも採用されており、初報の東京日日新聞の記事では、3 回採用され、読売新聞の 11 月 26
日の記事では 2 回、読売新聞の 11 月 30 日の 2 本の記事ではいずれも 1 回ずつ使用されてい
る。 
 当時の新聞記事は、探訪者と呼ばれる情報収集を専門とするデータマンのような記者がネ
タを集めるほか、他の新聞からの引用、読者からの投書などで記事が作成されていたようで
読売新聞（11 月 30 日） 
・戸をしめた 
読売新聞（11 月 30 日） 
・戸をしめた 
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ある。当時の読売新聞の編集人であった鈴木田正雄は、自らはほとんど外を出歩かず、机上
で記事を作り上げていたことを読売新聞の記事の中で明らかにしているほどである 23）。記事
は記者による綿密な取材による積み上げではなく、様々な情報を編集人がまとめあげる手法
で、書きあげていたようである。 
 こうした点を踏まえると記事の表現についても初報である東京日日新聞の表現ぶりを参考
にして読売新聞も「戸を閉じる」という言葉を踏襲した可能性もある。当時の読売新聞では
「官令」というコーナーがあり、政府からのお達しも紙面を飾っている。小野組の関連では、
明治 7 年（1874 年）11 月 30 日の読売新聞の紙面に、同月 27 日付の大蔵卿大隈重信の官令が
掲載されている。内容は、小野組関連の荷物があった場合は大蔵省へ届け出るよう通達した
もので、その中では「小野組破産処分」とのキーワードが使用されている。この官令を読み
やすく解説したのが、11 月 30 日の読売新聞の記事で、ここでも「戸をしめた」という表現
が使われている。官令の表現をそのまま採用するのではなく、一般の庶民にも小野組が商売
を辞めたことを示し、経営破綻したことを分かりやすく伝えるために採用された表現だった
との見方もできそうである。 
 
4.2 明治 7年 12月、明治 8年 1月以降に使用されたキーワード 
破綻の翌月の明治 7 年（1874 年）12 月は読売新聞、郵便報知、新聞雑誌それぞれ 1 本の合
計 3 本を分析対象とした。読売新聞が 12 月 4 日の記事で「戸を閉めたる事」との表現を引き
続き使用する一方で、「後に分散となるや身代限りとなるやら」などの表現で、事業を清算
する可能性を示し始める。12 月 18 日の新聞雑誌は「小野組破産」など破産というキーワー
ドを 3 回使用した上で、「小野組の分散」という表現も採用している。12 月の報道の軸は、
債権債務関係の整理など小野組破綻の枠組みをどう定めるかに移っている。読売新聞の 12
月 4 日の記事は、小野組の処理をめぐって大蔵省が新たな局を新設することを指摘、郵便報
知の 12 月 17 日の記事は、三井組が「惻隠の情を表し、これを蔵省に哀願し、その方法を建
白する」とし、三井組が再建案を明治政府に提示したことを報じている。一方の 12 月 18 日
の新聞雑誌は、三井組の再建案を踏まえた上で、小野組が御為替御用という政府系企業の看
板を掲げ、明治政府が信用を付与していたことで庶民が預金していたことを指摘、「政府に
於いて人民一般の預け金の御処置は、いっそう懇切の御処置あるべきなり」として政府に預
金者の保護を求めているのが特徴である。 
 明治 8 年 1 月以降はあけぼの、浪花新聞、郵便報知それぞれ 1 本の合計 3 本を分析対象と
した。同年 2 月 3 日のあげぼのが「分散に就いては」と報道、明治 9 年 9 月 6 日の浪花新聞
も「閉店」などの表現を用いている。ただ、明治 9 年 9 月 6 日の浪花新聞は小野組が人員の
リストラなどで事業の効率化が進んだと指摘、「用事の都合よく行届くをみれば、小野再興
も近きにあらんか」と再建の可能性があることを指摘している。さらに明治 9 年 12 月 1 日の
郵便報知は、小野組の再建スキームが固まったことを受けて債権債務関係の整理が計画通り
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に進めば「小野組もこの方法が立てば速やかに開店すると云う」と再建に向けた前向きな動
きを書いている。 
 
4.3 記事の特徴 
 次に、明治 7 年（1874 年）11 月に小野組の破綻を報じた東京日日新聞と読売新聞のそれぞ
れの記事の特徴と違いを分析したい。まず、初報となった東京日日新聞の記事は、現在、主
な新聞が採用している 1 行 11 字で換算しても 200 行以上となり、小野組の破綻を報じた記事
の中で、最大のボリュームである。200 行あれば、現在の主要な新聞でも総合面の大型サイ
ド記事として採用できる分量である。当時の記事としては、かなり長い記事に分類され、東
京日日新聞が小野組破綻をトップ級の重要なニュースだと判断していたことが分かる。記事
は「世に名高き小野組は、當十一月二十日に戸を閉めたり。」と簡潔にスタートする。さら
に小野組が明治政府の会計の御用を務め、「三井小野」と並び称され豪商だったことを紹介
した上で、経営破綻を「大いに怪しみ驚かざるを得ざるなり。」「日本国中の理財上に付き
ての大騒動ともう云うべし。」とし当時の日本を代表する大企業の経営破綻がショッキング
なニュースであったことを伝えている。そして、この記事の最大の特徴は、小野組破綻の影
響を 3 つのポイントで指摘している点である。預り金の流出、他の金融機関への信用不安の
拡大、融資先企業の連鎖破綻への懸念を示しており、現代にも通じる金融システム不安が経
済に与える影響を正確に押さえているのは特筆すべきだと考えられる。 
 最初に「貴賤上下に豪家を信ず可からずとし、金融を人に託す可からずと又もや昔日の風
習を思ひ出すに及ぶべし」と指摘している。小野組の破綻によって日本国民に豪商への不信
感が募り、お金を預けるという習慣が崩れ、預り金が流出することへの懸念を示している。
二番目に、「小野組と同商業を営みたる国立銀行並びに三井組の如きも必ず是迄の預り金に
差響」と分析している。小野組は預かった官金を活用した融資業務を実施している上、最初
の国立銀行である第一国立銀行に出資しており、他の国立銀行や、同様の金融業務を担って
いる三井組にも信用不安が広がる可能性があることを指摘している。さらに三番目には、「其
の余波は此の諸豪家より金子を流用して商売をなし、工業を起こしたる諸会社諸商人に及ぼ
し、日本の金銀融通は其の源を塞ぎ、其の流れを止むるの姿に立ち至るべし。」と書いてい
る。金融機能が目詰まりを起こすことで金融機関から融資を受けて事業を展開している日本
企業全体に悪影響が広がることに懸念を示している。 
 記事は次に、小野組破綻の構造的な要因に言及している。具体的には「其来歴は皆當主た
る人々其才能に乏しく、全権を委ねたる番頭等が時勢に暗くして方向を謬まりたるに依らざ
るはなし、情を以て論ずれば氣の毒なれども、理を以て論ずれば又尤の次第なり。」とし小
野組首脳陣のマネジメント力の欠如が破綻の原因だと喝破している。さらに明治政府が、預
かっている官金と同額の担保提出を求めた抵当の増額令が直接的な経営破綻の契機になった
ことについても言及している。そして最後に「此の時に臨み三井組は如何なる処置を成すか、
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第一国立銀行は重立たる株主の盛衰には拘らぬ者か、又大蔵省は日本全国の金融通の塞がる
事には頓着せぬものか、此敷條は吾輩が尤も力を盡して問い糺し成丈け速やかに（明日にも）
世間に報知すべき緊要の事柄なり。」との記述をしている。小野組破綻の悪影響を最小限に
とどめるよう三井組や大蔵省に対処を求め、迅速な情報開示に向けて東京日日新聞も尽力す
る姿勢を示して記事を結んでいるのである。 
 一方の読売新聞の明治 7 年（1874 年）11 月 26 日の記事は、現在の 11 字換算で 30 行ほど
の長さである。文章は「今度小野組の戸を閉めたる起こりというは」で始まり、読売新聞で
は初報であるにも関わらず、続報のような書き方でスタートしている。これは少し奇妙であ
るが、東京日日新聞などを通じて小野組の破綻を知っているオピニオンリーダーなどから、
小野組の破綻について読者が伝え聞いていることを前提としたためだと考えられる。「小野
組はその引當物にさしつかえてつひに戸を閉めて 上よりも官員が出ばり蔵へ封印をして當
耳御調中なれば」と小野組が、抵当の増額令で破綻、大蔵省の役人によって資産査定されて
いることを指摘した上で「世間にもいろいろと評判をされどもいずれに成るやいまだわから
ない、此事につき銀行もどうなるやと人が心配をすれど銀行はたとえ小野組はつぶれるとも
少しも障りない事と思う」と分析している。小野組の破綻で国民が動揺、預金の引き出しな
どに走れば、金融システムはより大きな打撃を受ける。特に小野組が第一国立銀行の大株主
だった点も踏まえて銀行の連鎖破綻はないと思うとの見通しを示し、信用不安の拡大に配慮
した報道だとみられる。 
 小野組の破綻をめぐって、金融システム不安が引き起こされる可能性を明快に指摘、大蔵
省や三井に対応を求める論陣を張る東京日日新聞に対して、読売新聞は、信用不安の拡大を
否定し、民衆の動揺を鎮静化させる慎重な書きぶりを示しているのである。この報道ぶりの
違いの背景には、東京日日新聞がインテリ層を対象にした「大新聞」であり、読売新聞が一
般庶民を読者に想定した「小新聞」であったという媒体の特性があるだろう。大新聞である
東京日日新聞は、豪商であり金融システムの担い手でもあった小野組の破綻による経済的な
影響を詳細に分析した上で背景まで含めて論理的に伝え、読売新聞は、理屈より先に大衆の
動揺を抑えることを最優先としたと考えられそうである。ただ、東京日日新聞の記事で「国
立銀行並びに三井組の如きも必ず是迄の預り金に差響き、」と他の企業の実名を示した報道
は、現代の破綻報道の基本的なルールを大きく踏み外していることは指摘しておきたい。企
業活動は信用で成り立っており、メディアが経営危機の可能性を記事化したことで信用不安
が引き起こされる可能性が大きい。明確な根拠に基づかない破綻報道がご法度なのは現代の
経済ジャーナリズムでは常識である。現に三井組はオリエンタル銀行の融資によって経営を
立て直し、現代も日本経済の屋台骨を支えている。東京日日新聞の記事はすぐれた考察や深
い分析がみられる一方で、配慮を欠いた点もあり、この時期のジャーナリズムの高い力量と
拙さの両方を鮮明に示しているものと言えそうだ。 
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4.4 明治政府との距離感 
また、当時の新聞をめぐる状況にも着目しておく必要がある。新聞紙印行条例で、政府に
批判的な記事を掲載した新聞を廃刊に追い込むなど言論を弾圧していた明治政府は明治 5 年
（1872 年）に一転して、新聞の買い上げによる新聞の普及に乗り出した。東京日日新聞もそ
うした政府の育成策の対象になっていた新聞だった。一方で、小野組の破綻と同年の明治 7
年（1874 年）1 月には板垣退助らが民選議員設立建白書を左院に提出、東京日日新聞はその
前年の明治 6 年（1873 年）10 月から「自由論」のキャンペーンを張り、自由民権運動の一翼
を担っていたのである。また、東京日日新聞の主筆となった福地桜痴は紙面を大型 4 ページ
に拡大、社説を常設にしたのは小野組破綻から半月ほど後の明治 7 年（1874 年）12 月 2 日の
ことである。また、記事を探訪者と呼ばれるデータマンからの情報や他社の記事内容でまと
めるのが記者の仕事であったこの時代に、東京日日新聞の岸田吟香は台湾征討にも従軍する
など積極的な取材活動も展開していた 24）。 
 この時期のジャーナリズムは、取材力や伝達力を高め、国論を動かす力を付ける一方で、
明治政府による保護や弾圧が交錯し、権力との関係が現代に比べて非常にデリケートだった
ことは、十分に考慮しておく必要があるだろう。そういった意味でも東京日日新聞が小野組
の破綻をめぐって大蔵省への対処や迅速な情報公開を求め、政府の姿勢に注文を付ける姿勢
で報道しているのは興味深い。一方の読売新聞が大蔵省による資産査定が進んでいることを
強調している。さらに明治 7 年（1874 年）12 月 4 日の読売新聞は「（大蔵省が）小野組の一
件を取計らうために一ツの局を御立なされ萬事御糺になる」と政府の動きを権威化する記事
構成になっていることは注目されそうだ。明治 7 年（1874 年）12 月 18 日の新聞雑誌が、政
府に預金者保護を求めているのも注目される。 
  
4.5 読売新聞を彩った雑報 
小野組破綻を受けて、スキャンダルなど様々な記事が新聞を彩った。読売新聞の記事から
具体的に例を引いてみたい。破綻直後の明治 7 年（1874 年）11 月の記事では、人力車の挽夫
の話として「小野の番頭さんたちほど・・・北廓などへ通ぶのはございませんあれでつぶれ
なけりやそれこそふしぎ」など小野組の番頭たちの派手な遊びぶりを揶揄している。破綻か
らわずか 6 日後の紙面には「當時の銀行トカケテ 樵夫（きこり）の骨やすめトトク ココ
ロハをの（小野）がいけなくなった」といった謎かけも掲載されている。小野組の破綻をめ
ぐって庶民の高い関心が集まっていたことの反映と言えそうである。 
また、破綻の翌年の明治 8 年（1875 年）4 月 8 日には、小野組の番頭が蒲焼屋の一人娘を
妾にし、月々15 円の手当を払っていて近所に羨ましがられていたが、戸が閉められ「娘は離
縁になり困り切って足のない蟹のようだ」などプライバシーに踏み込んだ読み物風の記事も
出ている。大衆を読者として想定した「小新聞」の読売新聞らしく、現代のワイドショーさ
ながらに読者の多様な関心に目線を合わせた記事と言えそうである。 
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5 おわりに 
 
経営破綻を取り扱う記事が、企業の命運や経済システムに大きな影響を与えることを踏ま
えると記事のキーワードやキーセンテンスは、報道の質や特徴を分析する上で重要な尺度で
あると考える。そういう意味で「戸を閉じる」という庶民にも分かりやすい表現で、小野組
の経営破綻を伝えたことは、黎明期の新聞の編集力の高さを示す一つの事例と言えよう。ま
た、東京日日新聞が、小野組破綻が預り金の流出や他の金融機関への信用不安への拡大、事
業会社の連鎖破綻などの経済的な影響を正確に分析しているのは注目される一方、三井組へ
の打撃に言及するなど信用不安への配慮の欠如など稚拙さもみられた。一方の読売新聞は、
他の銀行への波及を否定、大衆の動揺を抑える表現を採用し経済活動への配慮がうかがわせ
た。当時の記者は、探訪者というデータマンや読者からの投書などを活用して記事を作成し
ていたという。小野組に対して基本的な事実関係の確認などの取材をしていたのか、経済に
対する知見や分析をどう入手したのか、弾圧と保護に揺れ動く明治政府からの情報収集はど
のような方法で行われていたかなどを解明することが今後の課題となる。 
 
 
注 
1）宮本（1966）、p.6 参照。 
2）宮本（1971）参照。 
3）杉山（2012）、p.166 参照。 
4）宮本（1966）、p.13 
5）宮本（1966）、p.10 参照。 
6）宮本（1966）、pp.13-14 
7）宮本（1966）、p.13 
8）石井（1999）、p.148 
9）三井広報委員会（執筆・監修三友新聞社）「三井の歴史」参照。 
10）宮本（1966）、pp.20-21 参照。 
11）宮本（1966）、p.24 参照。 
12）杉山（2012）、pp.290-291 
13）石井（1999）、p.171 参照。 
14）小山（2003）参照。 
15）慶応元年（1865 年）には日本最初の民間新聞「海外新聞」が創刊される。発行者はジョセフ・ヒ
コで、横浜に来港する英国船が運んでくる新聞を翻訳して発行していた（春原（2003） p.12） 
16）春原昭彦（2003）、p.16、p.23 
17）「小新聞」に近い大衆新聞としてニュースの題材を錦絵で図解する「錦絵新聞」も各地で創刊され
た。題材はゴシップなどが多かった。小新聞の源流には木版一枚刷りの「瓦版」もあり、天災や事
故、仇討などのニュースを伝えた（吉見（2004） p.123） 
18）官軍は、江戸のすべての新聞紙の板木を没収、新聞の発行を厳しく禁じた（春原（2003） p.16） 
明治初期の経営破綻に関する新聞報道  小野 展克  85 
19）新聞発行条例は「凡ソ事ノ世二無害者ハ皆記載スベシ」と記されている。この措置で「中外新聞」
などが復活した（山田（2002） p.17） 
20）杉浦（1985）、p.36 
21）山本（1981）の表 
22）読売新聞のデータベース「ヨミダス歴史館」、「新聞集成 明治編年史」（林泉社）「明治ニュー
ス辞典」（毎日コミュニケーションズ） 
23）編集人が直接的な取材をせず机上で記事を書いている様子を彷彿とさせる「新聞やハ重箱のすみを
楊枝でほじるように、世間のあなを探ると申しますが、多くハ諸方から申て来るので、正雄などハ
病身ゆゑ、月に一度か二度しか出て歩行ませんゆゑ、外のことハ何にも存じません」（1875 年 9
月 28 日）などの雑報も見られる（山田（2002）p.46） 
24）杉浦（1985）、p.37 参照 
25）記事の旧仮名遣いは、小野が適宜、現在の仮名遣いに改めた。 
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